桜土浦IC周辺地区区画整理設計等事業化検討調査支援業務委託　特記仕様書
１　目的

　桜土浦IC周辺地区については、本市が新たな産業用地の創出を図るため、業務代行方式を前提とした組合施行の土地区画整理事業の事業化を目指し、基礎的な調査、現況測量の実施及び地権者説明会の開催など、地権者合意形成を進めてきた。

　現在は、昨年12月に開催した地元説明会において、平均減歩率等概略事業計画を説明した上で、準備委員会設立と事業化に向けた具体的な検討や調整等を進めていくための仮同意取得を進めている状況である。(R6.2.26時点の仮同意率　権利者ベース87.9%、面積ベース89.5%)

　本業務は、過年度調査結果及び履行中である地質調査結果等を基に、桜土浦IC周辺地区における組合土地区画整理事業の実現に向け、より精度を高めた調査・検討・設計・事業採算性の検討を行うと共に、準備会の開催支援・意向調査等を行うなど地元合意形成を図り、業務代行者選定のための準備、線引き見直し関連業務などを行い、土地区画整理事業の事業化に向けた取組を推進することを目的とする。

２　業務委託の概要

業務委託の概要は、次のとおりとする。
（1）業務委託番号　　都整市街委第1号
（2）業務委託件名　　桜土浦IC周辺地区区画整理設計等事業化検討調査支援業務委託
（3）業務委託場所　　土浦市　中村西根　地内外
（4）履行期間　　契約締結の翌日から令和7年3月20日まで
（5）部分払の有無　　無
３　受託者に必要な資格・要件

受託者は，次の資格・要件を有するものとする。

（1）建設コンサルタント登録規定（昭和52年建設省告示第717号）第2条第1項の規定による登録（都市計画及び地方計画部門）を受けていること。

（2）配置予定管理技術者は，技術士又はRCCM（いずれも都市・地方計画部門）の資格を有し，土地区画整理事業を念頭にした産業系土地利用検討業務の実績・経験が5年以上有する者であること。
４　業務内容

　（1）権利調査　
土地区画整理事業の事業化を目指す対象地区について、下の各調査を実施し、基本計画の作成や意向調査並びに不動産鑑定依頼箇所選定等に必要な資料を作成するため、権利調査を実施する。
　　　①　土地登記簿の調査
　　　　　d.公図(地図)の複写、e.謄本又は証明書と公図(地図)の照合、f.地区内外整理、g.不突合調書作成、h.土地各筆調書作成、i.土地種目別地積集計及び総括表作成、j.名寄簿作成、k.敷地権(所有権・地上権)名簿作成を行う。
　　　　　なお、対象地区に係る地番一覧及び謄本交付申請は、市で行う。
    　②　国有財産台帳及び道路台帳の調査
        　各管理者との調整及び資料等請求は市で行う。受注者はその結果を基に整理した資料作成を行う。（作業量：標準歩掛×0.5程度）
　　　③　土地所在図の作成
　　　④  区域図の作成
　　　⑤　現況・公図重ね図の作成
　　　⑥　固定資産税課税標準額調査
　（2）不動産鑑定評価
　      事業資金計画の精度向上等を図るため、不動産鑑定評価を行う。鑑定依頼箇所は、受注
者が案を作成したうえで発注者と協議の上選定し、従前２６箇所、従後５箇所を想定する。
　
　（3）補償（外見）調査及び補償費概算
受注者は、現地踏査により土地区画整理事業施行に伴う支障物件（建物及び工作物）を抽出する。また、収集資料（建物登記簿等）及び外観目視による構造調査を基に、概算補償費を算出する。補償対象物件の基礎情報（構造・規模・築年数等）及び概算補償費、補償対象図面を取りまとめる。土地区画整理事業移転補償実務マニュアルの補償金算定を参考とする。
（4）区画整理事業調査
       土地区画整理事業の事業化を目指した対象地区について、都市計画決定及び基本計画
に必要な資料を作成するために実施する。
①　実現方策の検討（整地費コスト縮減策の検討）
　　　当該地区には谷津田部があるほか山林地域も多く占め、資金計画上の整地費が占める割合が比較的高い地区となっている。そのため、事業費削減の観点から、土地利用方法等について、検討を行うものとする。なお、検討にあたっては、谷津田部の土地利用方法等について、３案作成し比較検討する。
②　区画整理設計（スケール：概ね1/500）
　　　R3産業用地可能性検討調査、R4事業化検討調査の成果を踏まえ、設計方針策定の上、画地、街区の設計、道路の設計、公園・緑地の設計、排水施設の設計、供給処理施設の設計、造成計画を行う。
　　　ア　画地・街区の設計
　　　　土地利用等を勘案して、施行地区の画地、街区の規模・形状を想定し、画地、
街区設計案を作成する。
イ　道路の設計

　土地利用計画、排水施設の設計、造成計画との整合性を確保し、道路計画の観

点から、道路計画図、道路定規図、幹線道路平面交差設計図を作成する。

（幹線道路、補助幹線道路、区画道路）　　　
ウ　公園・緑地の設計

　　　　位置形状の確定にあたっては、対象地区及び周辺の土地利用計画を考慮する。

また、管理者や認可権者等との協議結果を踏まえた検討を行い、公園・緑地の

配置計画、平面図作成等を行う。

　　　エ　排水施設の設計

　　　　道路設計や造成計画との整合性を確保するとともに、排水施設管理者等との調整

を図った上で、水路、下水道、調整池の設計を行い、排水の基本方針図、排水流域

系統図、排水計画図等を作成する。

　　　オ　供給処理施設の設計

　　　　上水道、電気、ガス等について、配置の方針を確定した上で、配管・配線図を作

成する。

　　　カ　造成計画

　　　　道路計画及び排水計画との整合性に留意して、植生の保全、土量バランス等に留

意しつつ、造成計画を作成する。

③　基本計画の作成
　　　土地評価や区画整理設計の成果をもとに、整理前後土地利用対照表を作成し、事業費収入及び支出、年度別資金計画、減歩率、宅地価格、保留地予定価格等を検討し、基本計画書を作成する。また、基本計画書の附図として、位置図、設計図、市街化予想図を作成する。

（5）地権者意向等調査
　　①　調査項目の検討及び調査票作成
　　②　調査票発送準備（※市で実施する）
　　③　解析及び報告書作成（※とりまとめ）
（6）民間事業者サウンディング調査
　　 業務代行予定者の公募・選定に向けた条件整理等を行うため、サウンディング調査を実施する。なお、事業者調整に当たっては、発注者と協議の上、決定する。
　　①　サウンディング内容の企画・事業者調整
　　②　サウンディングへの出席支援（10社程度）・結果とりまとめ

（7）業務代行予定者選定支援

　　周辺の他地区事例や(6)のサウンディング調査結果、地権者意向等を参考に、当該地区に合った業務代行予定者の募集のための必要な資料を作成する。

　　①　募集要項の検討・作成

　　②　添付資料の作成

　　③　覚書（協定）案の検討・作成

（8）区画整理促進調査業務

　　　①　準備会開催企画の検討

　　　　　　組合設立に向けた検討等のため、準備会の開催企画の検討を行い、資料の作成を行う。（必要な資料配付に係る印刷等は受注者で行う）なお、議事録を作成するとともに、当日参加できない権利者等に対し、情報共有のため、内容に係るまちづくりニュースを準備会開催後速やかに作成する。開催は計10回を予定する。

②　準備会出席支援

　準備会への出席、質疑時等の技術的な助言等を行う。（半日分×2名×10回を予定）

（9）線引き見直し関連業務

　　①　農林調整資料作成

区画整理事業の事業化を目指した当該地区は、区画整理事業の事業化と併せて、区域区分の変更（市街化区域への編入）を予定しており、都市計画変更に先立ち、農林調整資料の作成を行う。

（10）打合せ協議

　　　　上記業務を適正に遂行するにあたって、必要に応じて打合せ協議を実施する。

　　　打合せは計１２回を予定する。

５　成果品

本業務における成果品は、次のとおりとする。

（1）報告書　2部（Ａ4版・縦型・横書き・左綴じ）
（2）報告書概要版　10部（Ａ4版・縦型・横書き・左綴じ）

（3）打合せ記録簿　 1式）

（4）電子データ（ＣＤ－Ｒ等）　1式

　　　（5）その他関係資料　1式

６　成果品の帰属

成果品はすべて発注者の所有とし、発注者の承諾を受けないで他に公表、貸与、使用してはならない。
７　成果品の訂正
受託者は、業務完了後といえども不備な点が発見された場合は、速やかに成果品を訂正しなければならない。これに要する費用はすべて受託者の負担とする。
８　その他

（1）受託者は、最新事例などの情報収集に努め、自主的な提案を行うこと。
（2）発注者は、業務の遂行上必要となる関係資料を受託者に貸与する。この場合、受託者は業務が完了したときに、速やかに発注者に返却するものとする。

（3）受託者は、業務の実施過程において知り得た秘密を、業務期間中及び完了後を問わず第三者に漏らしてはならない。

（4）業務については、監督員と十分打ち合わせを行い、不明、疑義等あるときは、速やかに監督員に連絡し指示を仰ぐこと。

（5）本仕様書は、業務遂行上に必要な最小限の定めであり、業務上問題が生じた場合には速やかに双方が協議し、円滑な業務遂行に努めること。
【担当者・問合せ先】
都市政策部都市整備課市街地整備係　長谷川　TEL029‐826‐1111（内線2266）
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